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1997年に河川法が改正され，環境が治水・利水に加えて河川整備・管理の目的になったが，治水，利水

と比べて必ずしも同じレベルの議論がされているとは言い難い．その克服には目標設定と目標達成戦略の

両面で課題がある．本研究では，河川環境整備の目標を指標化・定量化する方向で明確化し，それに応じ

た戦略上の課題を明らかにする．国土計画としての河川計画が治水・利水そして環境を目的に組みこんだ

経緯を把握し，それぞれの目標を明確化していくプロセスを考察した．環境目標がこうした中でなお明確

化できないことが，３つの目的のバランスをとる上で，なお課題になっている．環境に含まれるさまざま

な内容を分析し，これまでの環境管理の経緯からとくに生態系にかかわる部分で目標の明確化が難しく，

さらには定量化に至っていないと分析した．そこで，生態系の構造と機能の理解に焦点を置き，とくにア

ウトプット，アウトカムという視点で，目標の定量化やその段階的設定が可能となる方向を示した． 
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1. まえがき 
 

1997年に河川法が改正され，環境が治水・利水に加え

て河川整備・管理の目的になったが，治水，利水と比べ

て必ずしも同じレベルの議論がされているとは言い難い．

その克服には目標設定と目標達成戦略の両面で課題があ

る．本研究では，河川環境整備の目標を指標化・定量化

する方向で明確化し，それに応じた戦略上の課題を明ら

かにした上で，とくに生態系に着目して定量化，具体的

な戦略の方向性を探る．  
 
 
2. 河川整備・管理の目標の推移 
 
わが国の河川整備・管理は河川法の下に実施されてい

る．河川法は1896年（明治29年）に制定され（旧河川

法）治水を中央集権的な国土整備の柱としたもので，治

水目的の大掛かりな河川整備がこれにもとづいて実施さ

れた．戦後，河川は利水を含めた水資源総合開発の対象

となる一方，こうした中で治水・利水を総合的に見た河

川整備・管理体系の必要性が認識されてきたが，法的に

は1964年（昭和39年）の河川法改正でこれに対応した

（新河川法）．また1980年頃より，多目的ダムの建設や

河川の機能化によって，周辺環境や自然環境とのかかわ

りが認識され，いくつか河川審議会答申なども契機にさ

まざまな環境への配慮が始まった．河川空間の保全・利

用にかかわる河川環境管理基本計画1)の策定のほか，多

自然型川づくり，魚ののぼりやすい川づくりなどのモデ

ル事業が始まった．水質については水質汚濁防止法が

1971年から施行されている．また，河川環境を管理して

いく上での基本データベース構築を目指した「河川水辺

の国勢調査」3)も1993年から開始された．こうした背景

の中で，1997年河川法が改正され（改正河川法），治

水・利水に加えて環境が河川整備・管理の内部目的化さ

れた．それまでにすでに河川環境は水質や周辺環境など

監視レベルとしては認識されていたが整備の対象となっ

た． 
改正河川法では，河川整備について長期計画である

「基本方針」と20～30年で実施されるべき「河川整備計

画」を定めることとしており，こうした中で，治水・利

水・環境の目標あるいはそれらの達成目標が明示される

ことになっている．このように，この時点で初めて環境

の目標が議論されることになった．後に詳述するが，治

水，利水目標は洪水流量や渇水流量を対象に，確率年

（return period）の概念を用いて計画の目標レベルを定量

化している．一方，環境の中身では水質や周辺環境に加

えて「河川生態系保全」が認識されるようになった．こ

れについては環境監視枠組みとしての環境影響評価制度

でも同じ動きがあった．すなわち公害防止を主体とした

環境影響評価であった閣議アセス（1984年から施行）か
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ら，生態系アセスといわれる法アセス（環境影響評価法

制定，1997）に移行した．河川整備はその改変面積から

ダムや放水路以外，法アセスの対象になることは少ない

が，一般の河川改修などに当たっても，法アセス，生態

系アセスの理念は持ち込まれることになった．まさに，

97年の河川法改正と環境影響評価法制定で，河川整備・

管理で生態系を対象とした環境保全が認識されることと

なった．河川関連で言えば，法アセスは，治水・利水機

能が主体となる河川事業について環境・生態系保全に配

慮する枠組みで，事業による環境影響の最小化であるが，

改正河川法では「環境目標」を掲げ，それに向けた整

備・管理を行うというより積極的なものである．法アセ

ス実施のための生態系アセス技術は，改正河川法の実施

においても有効だが，「環境目標」の明示とその実現技

術についてまでのものではない． 
なお，法アセスにおける事業アセスとしてのEIA

（Environmental Impact Assessment）から計画アセスとして

の戦略アセス（SEA= Strategic Environmental Assessment）へ

のアセスの進化（戦略的環境アセスメント導入ガイドラ

イン3)）の方向は，河川環境保全の進め方にも影響して

こよう．すでに，計画段階で環境保全を認識することは

改正河川法で位置づけられたところだが，さらに環境目

標として，生態系保全とともに必要な地球規模の持続性

指標の考え方について，これからの課題となる4)．なお，

アセスメントのような環境にかかわることでは，住民・

市民への情報開示や意見の取り込みは早くから認識され

たが，利害関係の大きな治水・利水を中心とした河川計

画は水系としての判断の必要性（地域的利害と安全度発

現順などの技術的特性）からトップダウンの計画策定で

あったのが，改正河川法では整備計画策定においてアセ

スと同様に住民や学識者の意見を聴く仕組みを取り入れ

た．このことも河川整備に関連して環境を議論するとき

に欠かせないトピックスといえる．SEAへの流れととも

に議論され公表された「公共事業の構造段階における計

画策定プロセスガイドライン」5)では，計画目標を達成

できる環境を含むさまざまな機能の発現が可能な複数案

をあげて，その段階で社会・経済的影響とともに環境影

響を評価して構想段階での計画策定を行う方向性を示し

た．こうした流れでは，環境目標についても，治水・利

水目標と同様に目標レベルの指標化・数値化が求められ，

これによって，環境目標への戦略の議論が可能となる． 
 
 

3. 河川の整備・管理計画の策定手法 
 
(1) 治水計画 

治水については，ある「計画規模」の洪水が計画対象

区間で安全に河川を疎通する（沿川に氾濫しない）よう

に計画される．そのために，必要な河川の縦断形状，横

断形状（堤防を含む）などが設計される．計画規模は豪

雨または（洪水調節前の）河川流量（雨量から「流出解

析」という手法で換算）の生起確率を考え，通常年最大

の流域累積雨量の累積分布から「確率年」（return 
period）の概念を利用して決める．これを基本高水のピ

ーク流量というが，これより大きい流量が生起する確率

が「対象確率年に一度」ということになる．すなわち，

河川整備は（ダムや遊水地で）洪水調節したのちの計画

高水流量を計画対象区間の断面（堤防を含む）で安全に

疎通させることである．確率年に応じた雨量の統計的な

決め方やその河道流量，河川水位への換算，河道とダム

での流量分担のあり方に技術的課題があるものの，河川

整備目標は明確化され，事業とともに計画の進捗も監視

できる．また，改正河川法における基本方針と整備計画

での達成目標の段階化も対象とする計画規模をそれぞれ

想定し，段階的なプロセスとして両計画が策定される． 
 

(2) 利水計画 

利水計画については，まず「水利権」について認識し

なければならない．河川水を利用するにあたって，利用

者に安定的に水が配分できるよう河川管理者は，渇水流

量以下について河川維持流量と慣行水利権流量を残した

分に本来「水利権」を発行する．渇水流量は年に355日
それを上回る流量であるが，水文現象は確率的で渇水流

量は年々異なるので，ここでも統計的手法を利用して確

率年でその限度を決める．たとえば10年に一度の渇水流

量を基準とする．これを上回る利水者がいる場合，その

負担でダム貯水池によって新規水資源が開発され，水利

権が新たに発行される．河川で維持流量や慣行水利権流

量（これらを合わせて「不特定用水」）と水利権流量が

ともに確保できるよう（正常流量確保），ダムから河川

に流量補給するなど河川管理者が河川流量を監視する．

河川の利水計画ではこの正常流量をどう見積もり確保す

るかが書き込まれる．なお河川維持流量の中には，漁

業・舟運の保護のほか，水質や動植物保護など河川環境

の維持にかかわるものが含まれる．それゆえ，正常流量

として計画目標化された中に河川環境の議論の一部も入

っているはずである． 
上記のように利水についての河川整備・管理は正常流

量確保ということになる．すなわち利水者側の水需要計

画にもとづく水利権流量に河川維持流量を加えて確保す

る施設整備とその監視（ダムからの補給）である． 
 
(3) 河川環境にかかわる計画 

河川環境は「親水」と自然環境保全にかかわるものを

分けて考えるのがいい．水辺や河川敷空間の利用も環境

整備として進められてきたが，今日では，河川水辺空間
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としての意義を認識しながらの空間利用を進める方向に

ある（たとえば淀川管内河川保全利用委員会6））．河川

環境の要素としては，水量・水質，河川空間の状況，そ

してそこでの動植物の状況，さらには水系や流域ともか

かわる生態系があげられる． 
水量については生態系保全に求められる流況（流量変

動）にまで踏み込んだ議論はこれからとして，正常流量

確保のなかで，動植物保護の最低流量の10年渇水流量と

いう視点で一部対応される． 
水質については水質環境指標による類型化に基いて監

視される．最近では指標にBOD以外の項目も加えて，

生態系保全や親水目標と整合させる工夫が進められてい

る（「今後の河川水質管理の指標について(案)」7））． 

空間管理についていえば，河川区域は原則官地なので，

保全・利用を占用手続きによってある程度実施できる．

「河川環境管理基本計画」や「河川整備計画」にもとづ

いて占用許可の工夫で保全と利用を適正化する試みがな

されている6)が，どうあるべきかの議論の基本は河川生

態系をどう保全するか（どのようにすればどの程度守れ

るか）にかかっている． 

河川のさまざまな地先での動植物の保護という視点は，

前述の環境維持流量のところでも議論されているが，そ

の基本となる考え方は，水域の場の条件が動植物生息に

適するか否かで，対象とする生物の生息に適正な水深・

流速等を確保するものである．いわゆる生息場適性

(Habitat Suitability)を判断する手法で，近年PHABSIM8)

（Physical Habitat Simulation）やHEP9) (Habitat Evaluation Pro-
cedure)などが開発され用いられている．またこれらをベ

ースに，どのような流量条件がこうした生息適性をもた

らすかを議論するIFIM10) (Instream Flow Increment Methodol-
ogy)という手段も開発されてきた．PHABSIMなどの手

法は，単に水域生息環境だけでなく河川区域（河川敷を

含む）での生息環境の適性の議論に適用でき，すでに実

施されているさまざまな多自然型河川工法やビオトープ

づくりの評価にも使える． 

1990年代から始まった多自然型川づくり（モデル事

業）は，その政策レビュー11)において河川整備の基本的

方向性として位置づけられ「多自然川づくり」と改称さ

れ，環境面での河川計画でも多自然川づくりによって整

備を進めることが書き込まれるようになった．政策レビ

ューで指摘されたひとつの鍵は，河川の自然環境保全は

必ずしも普段の地先の状況だけを対象とするものではな

いことである．生息場自身，そこでの河川の状況によっ

て生み出されるものであり，その基盤が移動床過程であ

ることであれば，出水など流量の変動が重要であること

も指摘されている．また上流から下流までの縦断的連続

性，生物の生活史やそれによって異なる利用場への配慮

など「河川生態系」としての捉え方が必要なことも指摘

された．しかしながら，こうした中からどのように整備

や管理の目標を見出し，基本方針や整備計画でどのよう

に達成していくべきかについては示唆しえなかった． 

 
 

4. 河川整備と環境アセスメント 
 
先にも述べたように，大規模な土地改変を伴う事業に

環境アセスメントが課される．84年からの公害アセスと

して始まった閣議アセスが，97年に法アセスとなったと

き，河川環境にかかわるものとしてはそれまでの水環境

についての項目（水量・水質）に加え，生物多様性に関

する項目が加えられた．そしてそれへの対応としては，

生態系の特徴の一部を表現するものとして，「注目種の

生息場」というアセス技術としての考え方が提示されそ

れに対して，環境影響の回避・低減・代償が図られるこ

とになった．この意味で法アセスは「生態系アセス」と

称される．またアセス技術として，アセスを実施する規

模を規定することに加えて「スクリーニング」，項目や

範囲，手法について標準型（10年後の見直しでこの表現

ははずれた）を示すとともにその重点化・簡略化を行う

「スコーピング」という手続きが取り入れられた． 
2007年には「戦略アセスメントガイドライン」3) が示

され，計画段階でのアセスメントが方向付けられた．事

業段階では個々の生息場レベルの議論しかできなかった

のが，計画段階（複数の代替案提示レベル）では流域全

体の中でのさまざまな種の生息場の議論によって生物多

様性の議論へさらに一歩進める可能性がある．また，地

球環境項目の議論も可能になると期待され，生態系アセ

スから持続性アセスに進化すると期待されている4)． 
河川整備にかかわるものでは，ダムや放水路以外は法

アセスの規模に満たないことが多いが，ダム事業を含め

河道整備など河川改修事業などでも法アセスに倣った環

境影響評価がされる．河川整備についてはすでに述べた

とおり，計画から事業への流れは，基本方針，整備計画，

（個々の）事業計画と階層を構成しているが，法アセス

は個々の事業計画が決まった後の事業開始前に実施され

る．SEAが実施されるとなると，整備計画段階（このレ

ベルで事業展開場所が特定されてくる）が想定される．

そうなれば，環境アセスという手続きが，事業の所定の

機能の発揮，経済的，社会的側面での検討とともに計画

策定のプロセスの一部となる．EIAでは事業者から提案

された計画の実施前のチェック機能であったが，SEAは
構想段階の計画策定のプロセス上でのチェックというこ

とになるのだろう．あるいはさらに一歩進んで，計画策

定プロセスの一部に組み込まれることも考えられる．国

土交通省が「構想段階における公共事業の計画策定プロ

セスガイドライン」5)でSEAを内包しているとコメント
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しているのはそのことである．プロセスに内包するほう

が一歩進んだレベルといえるが，一方，計画策定のプロ

セスのどこかの段階でのチェックとしてSEAがあるとい

うふうに，その部分をを独立させたほうが，チェックの

透明性が確保されるという考え方もある．図-1はこうし

た議論をまとめたものである4)． 
 

公共事業

PPP
基本方針 ←政策 目標
(長期計画)

↓
整備計画 ←プラン 目標・メニュー化

↓
事業計画 ←プログラム 設計諸元

↓
設計・施工

環境アセスメント

戦略的アセスメント
（SEA)

環境アセス
（EIA)

住民・利害関係者
・市民

情報交換
(双方向コミュニケーション）

情報提供
(説明責任)

環境的側面
(環境保全目的)

社会面・経済面

PI手続き

国土交通省所管の公共事業の構想段階における
住民参加手続きガイドライン(2003)

 
図-1 公共事業の計画プロセスとアセスメント 

 
 

5. 河川環境目標の指標化のための河川生態系の

理解 
 
ここまで述べてきたように，河川整備における環境目

標は，単なる親水空間整備，水環境（水量・水質）に限

れば定量化は可能だが，生態系保全にかかわる部分の定

量化が不十分である．また，アセスメントでは，事業に

対してそれが改変する環境影響を回避・低減・代償する

ということなので目標は明示されているしその技術も検

討されているが，治水・利水・環境にかかわる河川整備

の計画は，治水・利水機能の向上を河川環境の保全とと

もに進めるというもので，まさに先に述べたSEAの立場

である．また，これまでにさまざまな人間活動の影響を

受けて変質してきた環境・生態系の回復も目標となる．

つまり現在の環境の質を変えない手法でなく，目標とす

るレベルを描いてそれに近づく手段が求められる．たと

えば，治水において風土（自然条件と人間活動）に応じ

た守るべきレベル（基本方針），20～30年で達成すべき

レベルとしての整備計画の治水目標に対応する環境独自

のものと，それを確保する手法・戦略といってよい． 
こうした点から，以下では，河川生態系の構造と機能

に着目して，こうした整備目標の定量可能性を探る． 
  

(1) 河川生態系の構造 

これまで生態系はしばしば「動植物の存在状況」と捉

えられがちで，アセスでもその保護が項目となり，先に

述べたように「注目種の生息場」への影響の回避・低

減・代償が唱えられている．生息場への着目は生物保護

の点でひとつの大事な側面であるが，生態系をシステム

として捉えるならば，それだけでは不十分である．生物

生息のために餌条件として他の生物の生息構成や，特に

生元素を主体とする物質循環への着目は必須であるし，

一方物質循環のさまざまな素過程もまた生息場の議論と

同様に物理基盤に依存する．こうしたことから，生態系

を，物理基盤，生物相，物質循環の相互作用系と捉える

ことが重要である（図-2）12)．  
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水流 流砂

植生 地形

生態系機能

生態系生態系

 

図-2 河川生態系の構造と機能 
 

このような相互作用で形成される仕組みが，河川のさ

まざまな地先で「景観」を形成し，その保全が重要であ

ることはよくわかる．とくに，河川生態系では，物理基

盤は流れ，流砂，地形変化といういわゆる「移動床過

程」に関連しており，それは水系に沿う流量，流砂量の

変化に関わるものである．また図にも示したように，こ

の仕組みに植生が強く関与していることも重要である．

一方，物質循環は水系に沿うものであり，さらに生物相

も河川縦断方向に特徴的な変化が見られ（河川連続体仮

説13）），また生活史での移動性の面もある．このよう

に，河川生態系の構造の特徴に縦断方向の連続性をあげ

ることができる．言い換えれば，河川のさまざまな地先

の景観が，水・物質のフラックスで連結されていること

が河川生態系の重要な構造特質ということができる．す

なわち，地先の個々の景観とともにフラックス連結性が，

河川生態系の特徴で，この2つの側面（個別景観の保全

とフラックス網の健全性）が，河川生態系保全あるいは

河川環境整備の基本戦略となる． 
  

(2) 河川生態系の機能 

上記より構造性としての景観とフラックス網の保全と

いうことが戦略ではあるが，その目標設定ということに

なると，河川生態系の構造面に加えて機能面に着目する

ことが重要である．河川生態系の機能は，図-2で示す形

のそれぞれの相互作用を示す矢印で表現される12)． 
まず，河川の物理基盤はその特性に応じて,さまざま

な生物の生息場を提供する.こうした機能は生態系保全

を目標化するときの定量化に資する．既述のようにすで

に，PHABSIM9)やHEP10)などの手法が開発されつつある.． 
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同じようにさまざまな物理基盤がその特性に応じて物

質循環のいくつかの素過程（たとえば，硝化・脱窒など

水質変化や，粒状体有機物の捕捉・流出など15)）に適切

な場を提供する．ちょうど種の生活史ごとにPHABSIM
が物理基盤の適性を定量評価したように，素過程ごとに

物理基盤のさまざまな類型に対して，あるいは物理指標

の組み合わせから素過程支援場の定量評価を行うことが

出来る15)．生息場と物質循環素過程の生息場ごとにさま

ざまな生物の消長が生体量（バイオマス）の時間変化と

して数理モデル化されるのは生態系モデルで知られると

ころである．なお，素過程の適性がバイオマス消長にど

のように貢献するかがその個別景観に流入する水・物質

フラックスに依存することは明らかである．著者らはこ

うした論理の流れで生態系の機能を明確化しその定量的

評価を試みている．河川のさまざまな個別景観での詳細

な評価15)のほか，流域圏での概略評価の仕組みについて

の研究15)も進めているところである． 
生態系保全のアウトカムズとしての機能もさまざまで

個別的であるが，その統合化も議論されている．著者ら

は，図-2の矢印で表されるようなさまざまな機能から生

まれる統合的機能こそ「生態系サービス」として定義さ

れるべきものとした（図-3参照）．生態系サービスはも

ともと生態系の価値を貨幣価値で計る17)ことを目的にし

たが，ここでは，生態系の機能を総合化して表される

「持続性脅威への緩和効果」としてこれらを分類し，生

態系の総合化された機能評価の方向性を示している16)． 
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図-3 生態系サービス 
  

(3) 河川環境目標定量化の可能性 

本節で議論した河川生態系の構造と機能の理解に基づ

けば，河川環境目標の定量化の課題に見通しが描ける．

すなわち河川生態系の目標を持続性の脅威の緩和という

視点からいくつかに類型化された生態系サービスの享受

の程度をアウトカムとする．生態系サービスは生態系の

個々の機能の総合体で，個々の機能は生態系の構造間の

相互作用に依存し，また個別生態系をつなぐ水・物質フ

ラックスにも依存する．逆にアウトカムを達成する個別

機能が明確化される．個別機能は，個別景観の質と水・

物質フラックスに依存するので，景観要素の確保と水・

物質フラックス網の健全化に依存し，これらはまさに河

川整備作業のアウトプットと関係付けられる．すなわち，

要求される生態系サービスとしてのアウトカムに応じた

生態系の構造（景観とそれらを連結するフラックス網）

を対象とする整備・管理（アウトプット管理）が見える

ことになる． 
河川でアウトカム，アウトプットのより詳細な定量化

が必要だが，同じ論理は流域圏や国土の持続性管理にも

つながる．こうした視点から，生物多様性保全のCOP10
名古屋会議に向けた応用生態工学会のアピール18)では，

「流域に散在する景観の保全とそれらを連結する水・物

質フラックス網の健全化」を生物多様性保全への戦術と

して訴えているが，これは本論文が河川生態系をベース

に研究を進めてきた方向そのものである． 
 

 
6. あとがき 
 
 本論文では河川整備・管理に環境が内部目標化されて

きた経緯を明確にし，河川整備・管理計画を策定しそれ

にもとづいて実施する流れの中で，環境を治水，利水と

並んで考えていくときの課題を抽出，その克服方向を考

察した．計画策定の変遷では，河川法の改正プロセスに

着目し，治水・利水目的の指標化を明確にし，またとく

に改正河川法では計画の段階化が位置づけられたと認識

した．また，環境を目的とするときの対象が，「目的」

的には親水と自然環境保全に分けられ，また「手法」的

には空間管理と流量管理であると認識した．そして，環

境面，特に自然環境保全の面での定量指標の不明確さが

段階的達成への戦略化を難しくしていると認識した．こ

うした困難を解消する鍵として自然環境保全目標を明確

化するため，河川生態系の構造と機能に着目した．そこ

では，生物主体の生態系が実はそれだけで存在するので

なく，物理基盤や物質循環の側面との相互作用系である

構造とその相互作用としての機能を明確化した．そして

個々の空間（景観）保全とフラックス（流量と物質，特

に生元素物質移動量）の健全化が，構造と機能の保全，

再生，健全化の鍵であることがわかった． 

 治水や利水の目標が，流域の自然環境や人間活動に応

じた，その意味では風土として達成すべき目標を長期計

画（基本方針）で示し，限られた期限でどの部分をどの

程度達成していくべきかが河川整備計画として議論され

ているはずだが，上記のような整理により，自然環境の

目標も，その流域での自然環境と人間活動の融合体であ

る「風土」に固有な姿が想定され，そのときの生態系の

あるべき機能とそれを確保するべき個別景観の保全，そ
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れらを連結する水・物質フラックス（流量や生元素を含

むさまざまな物質のさまざまな形態での輸送量）の健全

化として目標の定量化が可能と推測される．そうなれば，

治水・利水とともに資源（予算や技術）の配分をも見通

しながら段階的目標を想定していくという戦略段階には

いる． 

 流域・水系計画では，環境面では単に理念が議論され

たり，一方では具体的な地先の環境整備のみが議論され

てきた．また環境アセスメントの仕組みと並行して発展

した．アセスメントでは，事業の環境影響を回避・低

減・代償する技術の議論が主体であったが，戦略的環境

アセスメントになれば，流域レベルの広い領域の環境の

あり方や，バックグラウンドとしての環境劣化の改善も

視野に入ってくるが，環境影響回避の視点にこだわって

いる限り，計画論に踏め出せない．今後は，先に述べた

自然と人間活動が一体化した風土の計画の中での議論に

一体化していくべきであろうし，本研究ではその方向へ

の議論の整理ができたものと考えている． 
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TARGET OF RIVER ENVIRONMENT MANAGEMENT AND ITS STRATEGY 
 

Tetsuro TSUJIMOTO 
 

When the river law was revised in 1997, the environment became one of the purposes of river man-
agement and improvement as well as flood mitigation and water resources management. However, the 
purpose of the river environment management is still ambiguous and not quantitative, particularly in the 
aspect of nature conservation. In case of flood mitigation and water resources management, the targets of 
planning  are discussed by river flow discharge (flood or draught) and then we can discuss the stepwise 
improvement. Nature conservation is achieved not only by discharge, though the concept of normal flow 
includes the environmental flow. Local landscape to support local habitats have been also discussed, but 
its conservation is not sufficient in total ecosystem conesrvation. We investigated river ecosystem, and we 
concluded that the proper understanding of the structure and functions of ecosystem makes it possible to 
quantify the river environment and to connect the output of our actions in policies with the outcomes 
from the viewpoint of quality of river ecosystem. 
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